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改正の趣旨

平成30年人事院勧告に基づき国家公務員の給与が改定されたことに伴い、本市の一般職の職

員等に関しても同様に改定しようとするもの。

一般職の職員の給与に関する条例の改正の概要

2 改正する条例

1)一般職の職員の給与に関する条例

2)市長及び副市長の給与に関する条例

3 教育長の給与等に関する条例

4 非常勤の職員の報酬等に関する条例

5 長崎市監査委員条例

佑長崎市上下水道事業管理者の給与等に関する条例

フ一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例

3 給与改定の内容

1 給料表の改定

行政職給料表、医療職給料表(①、佗、侶)及び特定任期付職員に適用する給料表について、

議案記載のとおり改定する。(行政職給料表平均改定率 0.2%)

佗初任給調整手当の改定

200円

目

給月

3 宿日直手当の改定

額

項目

勤務1回に係る宿日直手当

区分

の 限度額

改定前

308,300円

区分

改定後

308,600円

改定前

増減

4,200円

改定後

300円

4,400円

増減

項
支



4 期末手当及ぴ勤勉手当の支給割合の改定

アー般職の職員

区分

30年度

改定前

期末

1.225

改定後

6

31年度

イ再任用職員

月期

勤勉計

0.90 2.125

1.225

1.300

(+0.075)

区分

0.90

12月期

期末勤勉計

1,375 0.90 2.275

0.95 2.325
1,375

(+0.05)(+0,05)

1.300 0.925 2.225

(' 0,075)(' 0.025)(' 0.1)

30年度

0.925

(+0.025)

2.125

改定前

6月期

期末勤勉計

0.65 0.425 1.075

2.225

(+0.1)

改定後

31年度

-2-

ウ 特定任期付職員

区分

改定前

改定後

0.65

0.725

(+0,075)

30年度

期末

2.60

0.425

年間合計

勤勉

1.80

1.85

(+0.05)

12月期

期末勤勉計

0.80 0.425 1.225

0.475 1.275
0.80

(+0.05)(+0.05)

0.725 0.450 1.175

('0.075)(▲ 0.025×' 0. D

0.450

(+0.025)

1.075

2.60

31年度

工

1.175

(+0.1)

6月期(期末手当)

1.650

計

4.40

4.45

(+0.05)

2.60

市長、副市

区分

改定前

改定後

年間合計

3.30

3.35

(+0.05)

3.35

30年度

1.85

1.650

1.675

(+0.025)

期末

1.45

4.45

年問合計

勤勉

31年度

オ

12月期(期末手当)

1.650

1.700

(+0.05)

1.675

('0.促5)

6月期(期末手当)

1.575

議員

区分

改定前

改定後

1.45

0.85

0.90

(+0.05)

30年度

1.45

計

2.30

1.575

2.35

(+0、帖)

1.675

(+0.10)

0.90

31年度

12月期(期末手当)

1,725

1.フ75

(+0.05)

1.675

('0.1の

6月期(期末手当)

1.575

2.35

年間合計

3.30

3.35

(+0.05)

3.35

1.575

1.675

(+0.1の

12月期(期末手当)

1.725

1.フ75

(+0.05)

1.675

('0.1の

年間合計

3.30

3.35

(+0.05)

3.35



教育長、

区分

改定前

30年度
改定後

31年度

常勤の監査委員、上下水道事業管理者

12月期(期末手当6月期(期末手当)

2.10 2.25

2.30
2.10

(+0.05)

2.202.20

(+0.1の ('0.1の

4 給与改定に伴う所要額

項目

所要額

5 施行日等

公布の日施行(ただし、炊の1及び2については記載の主おり。)

①給料表、初任給調整手当、宿日直手当、平成30年度に係る期末手当及び勤勉手当の支

給割合の改定平成30年4月1日適用

②平成31年度に係る期末手当及び勤勉手当の支給割合の改定平成31年4月1日施行

般

98,555千円

会計

《参考》

基準内給与月額の改定状況(平成30年4月1日.行政職給料表平均年齢41歳08月)

区分 改定率
改定前④ 改定後 改定額⑧

項目 (B/AX I0の

料給 325,890円 0.16%531円

特別

898 千円

年間合計

4.35

4.40

(+0.05)

4.40

企業

8,456 千円

諸手当

16円

合 計

107,909千円

はねかえり

計 0.15%362,139円361,592円 547円

※1 「基準内給与」とは、民間給与との比較対象となるもので、時間外勤務手当等を除いた毎月

決まって支給される給与をいう。

※2 「はねかえり」とは、地域手当等のように、給料等の定割合で手当額が定められているた

め、給料等の改定に伴い手当額が変動tるものをいう。

※3 平成30年4月1日新規採用職員及び再任用職員は含まない。

0.15%

25,238円

10,464円

326,421円

25,238円

10,480円



0一般職の職員の給与に関する条例

(昭和26年長崎市条例第113号)

(初任給調整手当)

第7条の4 医療職給料表(1)の適用を受ける職員の

職のうち採用による欠員の補充が困難であると認

められる職で市長が定めるものに新たに採用され

た職員には、月額308,300円を超えない範囲内の額

で、採用の日から35年以内の期間、採用後市長が

定める期間を経過した日から1年を経過するごと

にその額を減じて、初任給調整手当として支給す

る。

2~3 略

(宿日直手当)

第17条宿日直勤務を命ぜられた職員には、その勤

務1回につき、5.900円を超えない範囲内において

市長が定める額を宿日直手当として支給tる

2賂

(勤勉手当)

第18条の5 略

2略

(1)前項の職員のうち再任用職員以外の職員当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ

その基準日現在(退職し、若しくは失職し、又

は死亡した職員にあ0ては、退職し、若しくは

失職し、又は死亡した日現在。次項において同

じ。)において受けるべき扶養手当の月額及び

これに対する地域手当の月額の合計額を加算し

た額に100分の90を乗じて得た額の総額

一般職の職員の給与に関する条例等の新旧対照表

改正案現行

【第1条関係】

(初任給調整手当)

第7条の4 医療職給料表(1)の適用を受ける職員の

職のうち採用による欠員の補充が困難であると認

められる職で市長が定めるものに新たに採用され

た職員には、月額308.600円を超えない範囲内の額

で、採用の日から35年以内の期間、採用後市長が

定める期間を経過した日から1年を経過するごと

にその額を減じて、初任給調整手当として支給す

る。

2~3 略

(宿日直手当)

第17条宿日直勤務を命ぜられた職員には、その勤

務1回につき、4.400円を超えない範囲内において

市長が定める額を宿日直手当として支給する。

2略

(勤勉手当)

第18条の5 略

2略

(1)前項の職員のうち再任用職員以外の職員当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ

その基準日現在(退職し、若しくは失職し、又

は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは

失職し、又は死亡した日現在。徐項において同

じ。)において受けるべき扶養手当の月額及ぴ

これに対する地域手当の月額の合計額を加算し

た額に、 6月に支給する場合には100分の90、 1

2月に支給する場合には100分の飾を乗じて得

た額の総額

(2)前項の職員のうち再任用職員当該再任用職

員の勤勉手当基礎額に、 6月に支給する場合に

は100 の42.5 12月に△する合には100/

の47,5を乗じて得た額の総額

3~4 略

②前項の職員のうち再任用職員当該再任用職

員の勤勉手当基礎額に100 の42.5を乗じて得

た額の総額

3~4 略



5 前2条の規定は、第1項の規定による勤勉手当

の支給について準用する。この場合において、第1

8条の3 中「前条第1項」とあるのは「第18条の5

第1項」と、同条第1号中「基準日から」とある

のは f基準日(第18条の5第1項に規定する基準

日をいう。以下この条及び次条において同じ。)

から」と、「支給日」とあるのは「支給日(同項

に規定する市長が定める日をいう。以下この条及

び炊条において同じ。)」と読み替えるものとす

る。

別表第1(第4条関係)略

別表第2(第4条関係)略

別表第3 (第4条関係)

現行

5 前2条の規定は、第1項の規定による勤勉手当

の支給について準用する。二の場合において、第1

8条の3中「前条第1項」とあるのは「第18条の5

第1項」と、同条第1号中「基準日から」とある

のは「基準日(第18条の5第1項に規定する基準

日をいう。以下この条及び次条第3項第3号にお

いて同じ。)から」と、「支給日」とあるのは「支

給白(第18条の5第1項に規定する市長が定める

日をいう。以下この条及ぴ炊条第1項において同

じ。)」と読み替えるものとする。

別表第1(第4条関係)略

別圭第2(第4条関係)略

別表第3 (第4条関係)

0一般職の職員の給与に関する条例

(昭和26年長崎市条例第113号)

改正案

(期末手当)

第18条の2 略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に 6月に支

4~7 略

(勤勉手当)

第18条の5 略

2略

(1)前項の職員のうち再任用職員以外の職員当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ

その基準日現在(退職し、若しくは失職し、又

は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは

失職し、又は死亡した日現在次項において同

△る厶には100 の122,5 12月に合する

Aには100 の玲7.5を乗じて得た額に、基準日以

前6箇月以内の期問におけるその者の在職期間の

炊の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

(1)~(4)略

3 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100 の122.5」とあるのは「1ΩΩ分

の65 と「100 の137.5 とあるのは「100

の80」とする

4~7 略

(勤勉手当)

第18条の5 略

2略

(1)前項の職員のうち再任用職員以外の職員当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ

その基準日現在(退職し、若しくは失職し、又

は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは

失職し、又は死亡した日現在。次項において同

【第2条関係】

(期末手当)

第18条の2 略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に100 の130

を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。

(1)~(4)略

3 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100 の130」とあるのは「100分の7

2.5」とする。



じ。)において受けるべき扶養手当の月額及び

これに対する地域手当の月額の合計額を加算し

た額に、 6月に支給する場合には100分の90、 1

2月に支給する場合には100分の95を乗じて得

た額の総額

(2)前項の職員のうち再任用職員当該再任用職

員の勤勉手当基礎額に、 6月に支給する場合に
△

るには100は100 の42.5 12月に

の475を乗じて得た額の総額

3~5 略

0市長及び副市長の給与に関する条例

(昭和26年長崎市条例第114号)

(期末手当)

第4条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、 6月に支

給する場合には100分の157.5、 12月に支給する場

合には100 の172.5を乗じて得た額に、基準日以

前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額と司、る。

(1)~(4)略

3~4 略

じ。)において受けるべき扶養手当の月額及び

これに対する地域手当の月額の合計額を加算し

た額に100分の92,5を乗じて得た額の総額

(期末手当)

第4条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に100 の167,

旦を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期問

におけるその者の在職期問の徐の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする

改正案

②前項の職員のうち再任用職員当該再任用職

員の勤勉手当基礎額に100 の妬を乗じて得た

額の総額

【第3条関係】

3~5 略

0市長及び副市長の給与に関する条例

(昭和26年長崎市条例第114号)

(期末手当)

第4条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、 6月に支

給する場合には100分の157.5、 12月に支給する場

合には100 の17フ,5を乗じて得た額に、基準日以

前6箇月以内の期間に粉けるその者の在職期問の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

a)~(4)略

3~4 略

(期末手当)

第4条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、 6月に支
△ ム

には100ノの157.5 12月に る

Aには100 の17フ.5を乗じて得た額に、基準日以

前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

(1)~(4)略

3~4 略

(1)~(4)略

3~4 略

【第4条関係】



0教育長の給与等に関する条例

(昭和28年長崎市条例第28号)

(給料等の支給)

第2条略

2~3 略

4 期末手当については、市長及ぴ副市長の給与に

関する条伊K昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用する。この場合において、同条例第4条第

2項中「100分の157.5」とあるのは「100分の210」

と、「100分の172.5」とあるのは「100 の225」

と、同条第3項中「100分の35」とあるのは 100

分の20」とする。

5~7 略

現行

【第5条関係1

0教育長の給与等に関する条例

(昭和28年長崎市条例第28号)

俳合料等の支給)

第2条略

2~3 路

4 期末手当については、市長及び副市長の給与に

関する条例(昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用する。この場合において、伺条例第4条第

2項中「100分の1575」とあるのは「100分の210」

と、「100 の17フ.5」とあるのは「100 の230」

と、同条第 3項中「100分の35」とあるのは「100

分の20」とする。

5~7 略

改正案

俳合料等の支給)

第2条略

2~3 略

4 期末手当については、市長及び副市長の給与に

関する条例(昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用する。この場合において、同条例第4条第

2項中「100 の157.5」とあるのは「100分の210」

と「100 の17フ.5 とあるのは「100ノの器0」

と、同条第3項中「100分の35」とあるのは「100

分の20」とする。

5~7 略

【第6条関係】

0非常勤の職員の報酬等に関する条例

(昭和31年長崎市条例第24号)

絲合料等の支給)

第2条略

2~3 略

4 期末手当については、市長及び副市長の給与に

関する条伊K昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用する。この場合において、同条例第4条第

2項中「100 の167,5」とあるのは「100 の220」

と、伺条第 3項中「100分の35」とあるのは「100

分の20」とする。

(期末手当)

第8条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、 6月に支

給する場合には100分の157.5、 12月に支給する場

合には100 の172.5を乗じて得た額に、基準日以

前6箇月以内の期問におけるその者の在職期問の

【第7条関係】

5 ~フ 略

(期末手当)

第8条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、 6月に支

給する場合には100分の157.5、 12月に支給する場

合には100 の17フ.5を乗じて得た額に、基準日以

前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間の



徐の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

①~(4)略

3略

現行

0非常勤の職員の報酬等に関する条例

(昭和31年長崎市条例第24号)

(期末手当)

第8条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、 6月に支

△るには100 の157.5 12月に△る

Aには100ノの1775を乗じて得た額に、基準日以

前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

(1)~(4)略

炊の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

(1)~(4)略

3略

【第8条関係】

改正案

0長崎市監査委員条例

(期末手当)

第8条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に100分の167.

旦を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の炊の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする

(給料等の支給)

第9条略

2~4 略

5 期末手当については、市長及び副市長の給与に

関する条例(昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を進用する。この場合において、同条例第4条第

2項中「100分の157.5」とあるのは「100分の210」

と、「100 の172.5」とあるのは「100 の225」

と、同条第3項中「100分の35」とあるのは「100

分の20」とする。

6~8 略

(昭和諦年長崎市条例第8号)

①~(4)

3略

【第9条関係】

略

(給料等の支給)

第9条略

2~4 略

5 期末手当については、市長及び副市長の給与に

関する条伊」(昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用する。この場合において、同条例第4条第

2項中「100分の157.5」とあるのは「100分の210」

と、「100 の17フ.5」とあるのは「100 の230」

と、同条第3項中「100分の35」とあるのは「100

分の20」と,'る。

6~8 略



0長崎市監査委員条例

俳合料等の支給)

第9条略

2~4 略

5 期末手当については、市長及び副市長の給与に

関する条例(昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用する。この場合において、同条例第4条第

2項中「100分の157.5」とあるのは「10がの210

と「100 の17フ.5 とあるのは「100 の230」

と、伺条第3項中「100分の35」とあるのは 100

分の20」と,'る。

6~8 略

(昭和39年長崎市条例第8号)

【第10条関係】

【第11条関係】

0長崎市上下水道事業管理者の給与等に関する条例

(昭和41年長崎市条例第諦号)

俳合料等の支%剖

第9条略

2~4 略

5 期末手当については、市長及び副市長の給与に

関する条伊」(昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用する。この場合において、同条例第4条第

2項中「100 の167.5」とあるのは「100 の220」

と、同条第3項中「100分の35」とあるのは「100

分の20」とする。

改正案

俳合料等の支ま剖

第2条略

2~3 略

4 期末手当については、市長及び副市長の給与に

関する条例(昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用する。この場合において、同条例第4条第

2項中「100分の157.5」とあるのは「100分の210」

と、「100 の172.5」とあるのは「100 の225」

と、同条第3項中「100分の35」とあるのは 100

分の20」とする。

5~7 略

6 ~ 8 略

【第12条関係】

0長崎市上下水道事業管理者の給与等に関する条例

(昭和41年長崎市条例第諦号)

(給料等の支給)

第2条略

2~3 略

4 期末手当については、市長及ぴ副市長の給与に

関する条例(昭和26年長崎市条例第Ⅱ4号)の規定

を準用する。この場合において、同条例第4条第

2項中「100分の157.5」とあるのは「100分の210」

と、「100 の17フ.5」とあるのは「100 の230」

と、同条第3項中「100分の35」とあるのは「100

分の20」とする。

5~7 略

俳合料等の支給)

第2条略

2~3 略

4 期末手当にういては、市長及び副市長の給与に

関する条例(昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用するこの場合において、同条例第4条第

(給料等の支給)

第2条略

2~3 略

4 期末手当については、市長及び副市長の給与に

関する条例(昭和26年長崎市条例第114号)の規定

を準用するこの場合において、同条例第4条第



2項中「100 の157.5」とあるのは「100 の210

と「100 の17フ.5 とあるのは「100 の230」

と、同条第3項中「100分の35」とあるのは「100

分の20」とする

5~7 略

現行

【第13条関係】

0一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例

(平成21年長崎市条例第諦号)

(給与に関する特伊D

第7条第2条第1項の規定により任期を定めて採

用された職員(以下「特定任期付職員」という。)

には、次の給料表を適用する。

給料月額号給

2項中「100 の167,5」とあるのは「100分の記0」

と、同条第3項中「100分の35」とあるのは「100

分の20」とtる

改正案

5~フ

1

略

2

3

4

37300

円

7

2~5 略

(特定任期付職員についての給与条例等の適用除

外等)

第9条略

2 特定任期付職員に対tる給与条例第2条、第9

条の3、第17条の2第1項及び第18条の2第2項

の規定の適用については、給与条例第2条中及

び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第9条の3中「医

療職給料表①の適用を受ける職員」とあるのは「医

療職給料表①の適用を受ける職員又は一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する条例(平

成21年長崎市条例第39号)第7条第1項の給料表

の適用を受ける職員(市長が定めるものに限る。)」

と、給与条例第17条の2第1項中「以下「管理職

員」とあるのは「一般職の任期付職員の採用及ぴ

5

42100

(給与に関する特伊D

第7条第2条第1項の規定により任期を定めて採

用された職員(以下「特定任期付職員」という。)

には、炊の給料表を適用する。

給料月額号給

6

471000

532000

607000

709000

829000

1 374000

円

7

2~5 略

(特定任期付職員についての給与条例等の適用除

外等)

第9条略

2 特定任期付職員に対する給与条例第2条、第9

条の3、第17条の2第1項及び第18条の2第2項

の規定の適用については、給与条例第2条中「及

び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第9条の3中「医

療職給料表(1)の適用を受ける職員」とあるのは「医

療職給料表(1)の適用を受ける職員又は一般職の任

期付職員の採用及ぴ給与の特例に関する条例(平

成21年長崎市条例第39号)第7条第1項の給料表

の適用を受ける職員(市長が定めるものに限る。)」

と、給与条例第17条の2第1項中「以下「管理職

員」とあるのは「一般職の任期付職員の採用及び

422000

472000

533000

608000

710000

830000

2
3
4
5
6



給与の特例に関する条例第7条第1項の給料表の

適用を受ける職員を含む。以下「管理職員」と、

給与条例第18条の2第2項中「、 6月に支給する

合には100 の122.5 12月に△るには

100 の137,5」とあるのは「100分の165」とする。

3略

【第14条関係】

0一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例

第9条略

2 特定任期付職員に対する給与条例第2条、第9

条の3、第17条の2第1項及び第18条の2第2項

の規定の適用については、給与条例第2条中「及

び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び特定任

期付職員業績乎当」と、給与条例第9条の3中「医

療職給料表①の適用を受ける職員」とあるのは「医

療職給料表①の適用を受ける職員又は一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する条例(平

成21年長崎市条例第39号)第7条第1項の給料表

の適用を受ける職員(市長が定めるものに限る。)」

と、給与条例第17条の2第1項中「以下「管理職

員」とあるのは「一般職の任期付職員の採用及び

給与の特例に関する条例第7条第1項の給料表の

適用を受ける職員を含む。以下「管理職員」と、

給与条例第18条の2第2項中「100 の122.5」と

あるのは「100 の165 と「100 の玲7.5 と

あるのは「100 の170」とする。

3略

給与の特例に関する条例第7条第1項の給料表の

適用を受ける職員を含む。以下「管理職員」と、

給与条例第18条の2第2項中「100 の122.5」と

あるのは「100分の165」と「100 の137.5 と

あるのは「100 の170 とる。

3略

(平成21年長崎市条例第諦号)

改正案

第9条略

2 特定任期付職員に対する給与条例第2条、第9

条の3、第17条の2第1項及び第18条の2第2項

の規定の適用にういては、給与条例第2条中「及

び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第9条の3中「医

療職給料表a)の適用を受ける職員」とあるのは「医

療職給料表(1)の適用を受ける職員又は一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する条例(平

成21年長崎市条例第39号)第7条第1項の給料表

の適用を受ける職員(市長が定めるものに限る。)」

と、給与条例第17条の2第1項中「以下「管理職

員」とあるのは「一般職の任期付職員の採用及ぴ

給与の特例に関する条例第7条第1項の給料表の

適用を受ける職員を含む。以下「管理職員」と、

給与条例第18条の2第2項中「100 の130」とあ

るのは「lo0 の167.5」とする。


